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「労務費の適切な転嫁ための価格交渉に関する指針」の公表について 

 

 

平素より、当協会の事業運営に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

今般、令和５年の春季労使交渉の賃上げ率は約３０年ぶりの高い伸びとなっ

たものの、令和４年４月以降、現時点に至るまで、急激な物価上昇に対して賃

金の上昇が追いついていません。この急激な物価上昇を乗り越え、持続的な構

造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を占める中小企業が

その原資を確保できる取引環境を整備することが重要です。その取引環境の整

備の一環として、今般、内閣官房及び公正取引委員会の連名で「労務費の適切

な転嫁のための価格交渉に関する指針」が公表されましたので、貴協会会員事

業者へ周知いただきますようご協力をお願いいたします。 

                                 敬具 
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